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環境経営の基盤 環境マネジメントシステム

経営と環境の意思決定が一体となった
マネジメント体制で環境経営を進めています。

環境経営を実現するためには、事業活動と環境保全

が別々に進むのではなく、同じ意思決定のもとで進

められるのが効果的です｡リコーグループでは、各事

業活動のプロセスにEMSを組み込んで環境経営を

推進しています。経営トップが策定した環境行動計画

は、各組織の目標に落とし込まれ、活動の結果がトッ

プにフィードバックされる仕組みを構築し、グルー

プ全体および組織ごとのPDCA（Plan-Do-Check-

Act）サイクルを回しています。また、環境経営情報シ

ステムは、環境経営の進捗を把握・推進するためのシ

ステムで、収集した情報を加工・解析することで、事業

活動全体の統合環境影響の把握＊1、環境行動計画＊2

の策定、環境経営の意思決定支援、環境配慮設計の

推進、部門別の改善活動、コーポレート環境会計＊3

の集計や社会への情報開示に役立てています。

＊1： 60、61ページ ＊3： 61、65ページ＊2：19～22ページ

調　達

環境負荷情報システム

環境負荷情報 環境会計情報

PDCA（Plan-Do-Check-Act）を
推進するための情報が導き出されます。
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環境会計集計データベース

会計システム

環境会計システム

設　計

製　造

輸送・販売

使　用

保守・サービス

回収・リサイクル

収集した情報を加工するためのデータ
・生産台数（工程別）　・製品重量　・販売実績　・配分情報（部署や設備と製品の関係）

統合環境影響の把握

環境行動計画の策定・進捗管理

環境配慮設計

情報開示

統合データベース

環境経営情報システム

※ 詳細は、http://www.r icoh.co.jp/ecology/base/02.html

リコーグループ環境マネジメント体制図

・グループ環境会議
 各部門の環境推進責任者
 による環境情報共有、
 課題検討

・全社執行コミッティ
  環境活動のトップ決裁

・執行役員会議
  各部門執行役員への
  環境情報提供、課題検討

・社長環境相談会
  社長への環境活動報告、
　課題検討

・環境統括会議
 環境担当役員への環境活動
　報告、課題検討

社　 長

社会
環境本部

国内・海外生産会社

国内販売・サービス会社

各部門／カンパニー

事業関連会社 海外極販社

・海外4極環境経営会議
 各海外地域統括会社の環境 
　推進責任者による環境情報
　共有、課題検討
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環境マネジメントシステムの

強化とレベルアップ
リコーグループは、環境保全活動の活性化を目的に、当初は

事業所単位で環境マネジメントシステムを構築してきました。

1995 年リコー御殿場事業 所のISO/DIS14001認証取得

をはじめ、2000 年3月には世界の主要生産拠点すべてが

認証を取得。2001年には国内販売グループが一括で認証を

取得し、海外の販売会社でも積極的に認証を取得するなど、

ISO14001の認証取得を通じた「全員参加による環境経営

の風土づくり」を進めてきました。2007年2月からは、事業と

環境の融合を図り、環境経営に取り組むために、世界の事業

所単位のシステムを事業部門単位に変更し、事業活動と環境

保全活動を同じ意思決定のもとで進めています。それに合わ

せて、リコーおよび国内販売会社で環境マネジメントシステム

を統合し、ISO14001統合認証を取得しました。これにより、

2008 年度からの16次環境行動計画では、事業部門ごとの目

標を設定し、事業部門が主体となった環境施策を多角的に展

開しています。

全員参加の活動
リコーグループは「全員参加」を基本に、環境経営のレベル

アップに取り組んでいます。「全員参加」とは、研究開発から製

品設計、調達、製造、輸送、販売、保守・サービス、回収・リサイ

クルの各部門の一人ひとりが、自分の業務に環境の視点を取

り入れて活動することを意味します。これらの活動は、利益

創出を追求する「QCD 活動＊」と、ほぼイコールになっていま

す。また、活動のレベルアップを図るために、グループ内ベンチ

マークも随時実施し、ノウハウを水平展開しています。

グリーン購買

《リコーグループ／グローバル》
紙や文具、事務機器などのユーザーとして、環境配慮型製品を

積極的に使用する「グリーン購買」を推進しています。国内の

リコーグループは2002年4月に、紙、文具、事務機器、OA 機

器、家電製品、作業用手袋、作業服、照明の8分野を対象とする

「グリーン購買ガイドライン」を策定し、海外の生産・非生産拠

点でも独自の規準を設けて、グリーン購買を推進しています。

※ ISO14001認証取得状況については、ホームページをご覧ください。
　 http://www.ricoh.co.jp/ecology/base/iso.html

EMS活動のレベルアップ

　　 ●生産・非生産拠点でごみゼロ活動を展開

　　●非生産拠点でISO14001の認証取得を推進

　●生産拠点でISO14001の認証取得を推進

●御殿場事業所がISO14001の認証を取得

社員全員参加の風土・仕組みづくり

　　 ●戦略的目標管理制度の導入

　 ●各部門での環境視点によるビジネスモデル構築

　●環境配慮型製品の開発・グリーン販売の推進

●仕入先企業のEMS構築支援・グリーン調達の推進

利益創出を同時実現する事例・仕組みづくり

　　 ●経済効果の目標値設定

　 ●各事業部門・カンパニーへの目標展開

　●環境経営の評価指標の開発

事業と環境を融合する仕組みづくり

第3段階

第2段階

第1段階

＊ 品質（Quality）、コスト（Cost）、納期（Delivery）の管理改善活動。

全員参加の環境経営活動

商品企画

環境保全 利益創出

設　計

生　産

販売・
サービス

無駄な機能の排除 部品・モジュール・組立

工数の削減（コストダウン）

再使用によるコストダウン

商品の魅力向上

包装材料の削減

資源投入量の削減（コストダウン）

生産性向上（コストダウン）

リサイクル処理・処分費低減

生産性向上（コストダウン）

部品材料効率向上（コストダウン）

省資源による経費削減

リサイクル設計方針

・部品の点数削減・共通化

・部品の長寿命化

・省エネ

・有害化学物質の使用禁止

・有害化学物質の使用禁止

・工程数の削減

・歩留まり／稼働率の向上

・材料副資材利用率向上

・ごみゼロ化

・簡易包装

・静脈物流

 （回収／リサイクル）

・遠隔診断システム
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2008年度

件 数

金 額

2009年度 2010年度

0 0 0

0 0 0

環境に関する罰金・科料（リコーグループ）
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環境経営の基盤 環境マネジメントシステム

環境情報の精度向上への取り組み

《リコーグループ／グローバル》
リコーグループ環境経営情報システムは、環境経営を推進す

るシステムとして2001年に日本国内で稼働し、2002 年か

らはグローバルに展開しています。リコーでは、グループ各社

の事業プロセスにおける排出分はもとより、仕入先企業によ

る部品の原材料調達から生産、さらにはお客様の使用時の

環境負荷をも含めたエコバランスを把握し、ライフサイクル

全体の環境負荷削減活動を進めることを目的に、このシステ

ムを構築しました。PDCA に基づき、効果的な活動を展開す

るには、正確な環境パフォーマンスデータの収集が重要です

が、自社が直接排出する環境負荷は正確にとらえることがで

きても、数多くの仕入先企業の排出分やお客様の使用時の

負荷を測定することは困難です。しかし、正確なデータが揃わ

ないからと、エコバランスの把握を断念してしまえば、活動の

目標も定まりません。そこで、リコーでは、実測値やサンプル

値といった精度にばらつきのある環境パフォーマンスデータ

をレベル1から3に分け、それぞれにレベルアップを図る活動

を行ってきました。また、リコーグループの事業成長にともな

い、データの収集範囲をグローバルに広げ、さらに新たにリ

コーグループに加わった事業や企業の分も順次収集を進め

るなど、正確さと範囲の両面からデータの精度向上に努めて

きました。これらの環境パフォーマンスデータは、環境行動計

リスクマネジメント
リコーグループでは、『リコーグループ

トータルリスクマネジメント基本規定』

に基づき、PDCAサイクルによる内部統

制機能としてのリスクマネジメントが実

行されています。また、「クライシス＊発

生時の初期対応」では、クライシスの種

類に応じてそれぞれの対応主管区や報

告レベルが明確にされており、リコーの

社長および関連する役員への逐次報

告と社長方針に基づく応急対応策がな

されます。環境に関わるクライシス発生

時、またクライシスにつながりそうなレ

ベルの問題の発生時の初期対応は、右

記のフロー図に基づいて受付・報告・指

示・対応・協議が行われます｡

＊ 「クライシス」とは、発生したリスクが持続／拡大し、リコー
　グループの企業活動に極めて重大な悪影響を及ぼす事態
　となる状況のことを言います。

報告

指示

第一報報告

担当部署
の指示

報告

報告

指示

協議

報告

協議

応急対応
策検討

担当部署
の指示

協議

応急対応
策検討

状況把握

報告

協議

環境に関わるクライシス発生時の対応フロー図

環境コミュニケーション推進室

担当部署への
連絡

受付部署
各主管管理部門

本　社

副社長
専務取締役
関連役員

社会環境本部

社　長

広　報

協議

報告

対外対応

対応指示

環境
担当役員

本部長

・対策PGの召集

・対策委員会の
　設置を社長へ
　具申

発生区

リコーグループ各社

担当部署

画の策定・進捗管理や環境配慮設計など、環境経営のあらゆ

る側面で有効に活用されています。また、環境情報開示にお

いても、年次の環境報告のみならず、化学物質情報や製品リ

サイクル情報の適切な開示を行っています。近年は、REACH

規制＊への対応のため、膨大な化学物質情報の管理が企業に

求められるようになりましたが、これらの対策にも既存の情

報システム基盤が大いに役立ちました。さらに、2008 年度か

らの行動計画では、お客様の省エネ機能利用率データに基づ

いたお客様先での環境負荷削減活動や、物流における環境負

荷データの精度と収集範囲の改善により、グローバルな環境

保全活動を展開しています。＊：34ページ

情報の信頼性確保

環境パフォーマンスデータのレベル

●サンプルデータ（見なし予測や係数を活用）

●サンプルおよび実測データ

●実測データレベル3

レベル1

レベル2


